
研修期間

対象者

会場

講師紹介（敬称略）

研修のポイント研修のねらい

  熊本県人吉市鬼木町梢山1769-1 

〒 868-0021 熊本県人吉市鬼木町梢山 1769-1

FAX：0966 － 22 － 1456
TEL：0966 － 23 － 6800（平日 9:00 ～ 17:30）

検 索

お気軽にお問い合せください。

人吉校

井上　圭吾（いのうえ  けいご）

アイマン総合法律事務所
弁護士

1984年弁護士登録。大阪弁護士副会長、（株）グンゼ社外監査役、（株）近鉄百貨店社外監査役、国土交通省近畿地方整備局コンプライアンス・アドバイザリー
委員会委員長、奈良県監査委員等を歴任し、企業法務の実務指導、各種研修講師として幅広く活躍中。最新の訴訟事例にも明るく、講義は明快で好評
を博している。主な著書として、「会社法務の実務が分る辞典」「事例にみる遺言の効力」「Q&Aスポーツの法律問題」（いずれも共著）などがある。 

中小企業大学校 人吉校
独立行政法人　中小企業基盤整備機構

経営判断に伴う法的リスクの理解を踏まえた意思決定をするために

経営判断に不可欠な法的リスクを体系的に理
解できます。

裁判例や具体的事例を用いて考えることで、リ
スクマネジメント能力を実践的に養成できま
す。

自社の法務リスクを洗い出し、対応策を検討
できます。

企業経営を取り巻く環境は、法改正や社会的要請の変化により
複雑化しています。企業が持続的に発展し存続していくためには、
効率性（利益追求）と健全性（コンプライアンス）が必要です。
経営者や経営幹部は、事業の成長や企業価値向上に取組むこと
はもちろん、法的リスクへの対応やコンプライアンスの徹底が求め
られています。
　この研修は、経営者や経営幹部が経営判断を行う際に不可欠
な法的リスクの理解と、法的責任を踏まえた意思決定力の向上を
目的としています。企業を取り巻く法的環境や最新の法改正の動
向、コンプライアンスの重要性を体系的に学ぶとともに、事例や
裁判例を通じて経営判断に伴うリスクへの対応策を習得します。
経営層として、適切な意思決定を支えるためのリーガルマインドを
身につけることを目指します。

経営者・経営幹部のための
法務リスクマネジメント研修

126コースNo.

人吉 校
企業経営・経営戦略

中 小 企 業 大 学 校

20 名定　員

22,000円（税込）受講料

中小企業大学校 人吉校

2026 年

経営者 / 経営幹部 / 幹部候補者
• 経営判断や意思決定に関わる立場の方
•  組織マネジメントを担い、企業法務の理解

が必要な方
• 法務リスクマネジメントに関心があり、知

識を深めたい方

10 29 木 ～10  30 金

【2 日間 /12 時間】

NEW

月 日 時 間 科 目 内 容

10 29
木

9:15-9:30 オリエンテーション

9:30-12:00
中小企業を取り巻く
社会的状況や法的環
境の最新の動向

企業を取り巻く社会的状況や法的環境の変化と、その変化
に対応するために必要なリーガルマインドについて学びま
す。
• 企業を取り巻く急激な環境変化に対応するための思考方法
• 企業経営に必要となる基本的な法知識
• コンプライアンスと内部統制の必要性
• 予防法務の意義と役割

13:00-16:30

企業経営を担う幹部
としての経営判断の
原則とリスクマネジ
メント

企業法務の基礎知識と留意点について、中小企業が直面し
やすい法的問題につき、実際に起こった過去の事例や裁判
例から具体的に学びます。また、それらを通じて積極的に
法務リスクに向き合い、コントロールするためのリスクマネ
ジメントについて考えます。
• 会社運営の基礎を学ぶ

株主総会、取締役会等の会社の機関運営の在り方
経営幹部の役割と責任（善管注意義務、忠実義務、内部統制シ
ステムの整備）
裁判所が判断基準とする「経営判断の原則」とは

• 契約書の重要なチェック項目を学ぶ
リスクの軽減、回避のための契約書の見方

• パワハラへの対応を学ぶ（トップメッセージの重要性）
パワハラの加害者・被害者を出さない働きやすい職場環境の整備

• カスタマーハラスメントや反社会的勢力への対応（トップメッセー
ジの重要性）
社員のパフォーマンスの低下や健康被害防止のための適切な対応

• 企業の情報管理の重要性を学ぶ
雇用の流動化に伴うリスクを踏まえた対応

10 30
金

9:00-12:00

13:00-16:00 リスクマネジメント
の実践

これまで学んだ内容を実践していくために、自社の法務リス
クを洗い出し、今後の予防策立案や運用に向けた検討を行
います。
• 自社の法務リスクの洗い出し
• 2026年1月施行の改正下請法（取適法）の自社への

影響を検討する
• 予防法務のための体制整備の検討
• 弁護士との付き合い方を学ぶ
• 質疑応答

16:00-16:10 修了証明書交付
※カリキュラムは都合により変更する場合があります。予めご了承ください。　　
※初日研修修了後に受講者交流会を開催しております。（研修初日に予約を承っております。）　



●受講対象者 ●WEB申込みの方法
中小企業および自営業（個人事業主）の経営者、役員、従業員の方。
（資本金、従業員のいずれかが、下表の範囲内であれば対象となります）

※1コースに1社より複数名のお申込みを頂戴した場合は、人数制限をさせていただく
　ことがあります。
※経営コンサルタント等の中小企業の支援に関する事業を営む方、中小企業診断士・
　税理士・公認会計士・技術士等の中小企業支援に関連する資格を有する方、
　教育・研修事業者の方は、受講をお断りする場合があります。

人吉校のトップページにある「人吉校の研修を探す」のカテゴリの中の
「研修一覧【2026 年度】」をクリックし、ご希望の研修を検索します

検索結果の一覧から、受講したい研修名をクリックし、開いた画面の
下部の「Web申込み」をクリックします

申込情報を入力し、「確認画面へ」をクリックします
内容をご確認いただき、正しければ「申込み実行」をクリックします

申込処理完了後、確認メールが送信されます
（メールが届かない場合は、お手数ですがご連絡ください）

※WEB企業 IDを新規登録された方は、
　確認メールに従いパスワード設定を行ってください


